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研究要旨 

【背景】⼦どもの貧困は世界的な公衆衛⽣課題であり、⽇本においても⽣活困窮世帯の

⼦どもは依然として⾼い割合を占める。社会経済的困難は、栄養、医療アクセス、教育

機会など多領域に影響を及ぼし、⼝腔健康も例外ではない。しかし、⽣活困窮世帯の⼦

どもを対象とした⻭科⼝腔保健の実態や⽀援⽅法に関するエビデンスは⼗分に整理さ

れていない。そこで、⽣活困窮世帯の⼦どもの⻭科⼝腔保健の実態および⽀援⽅法・効

果に関する国内外の⽂献を整理し、現状の課題と政策的含意を明らかにすることを⽬

的とした。 

【⽅法】PubMed を⽤いて、低所得・⽣活困窮世帯の⼦どもを対象とした⻭科⼝腔保

健の実態および⽀援⽅法に関する⽂献を検索し、出版年・⾔語の制限を設けずにレビュ

ーを⾏った。 

【結果】⽣活困窮世帯の⼦どもでは、う蝕の⾼い有病率、未処置う蝕の残存、予防的⻭

科サービスの低利⽤、⼝腔関連 QOL の低さなど、多⾯的な⼝腔健康指標において⼀貫

した不利が認められた。これらの不利は、個⼈の⾏動要因のみでは説明できず、所得、

教育、家庭環境、地域資源、医療アクセスなどの社会経済的条件が複合的に作⽤してい

た。また、⼝腔健康の不利は乳幼児期から思春期にかけて連続的に形成され、ライフコ

ースを通じて累積する可能性が⽰されていた。⽀援⽅法としては、学校を基盤とした⼝

腔保健教育が⼀定の効果を⽰す⼀⽅、教育的介⼊のみでは⼝腔健康格差の是正には不

⼗分であり、医療アクセス改善や予防サービス提供体制の強化など多層的介⼊の必要

性が⽰唆されていた。 

【結論】⽣活困窮世帯の⼦どもにおける⼝腔健康格差は、社会経済的条件と医療提供体
制の構造的要因が相互に作⽤して形成される複合的課題である。⼝腔健康格差の是正
には、ライフコースの視点に基づく早期介⼊と、医療資源の配分やアクセスの公平性を

⾼める制度的改⾰を組み合わせた包括的⽀援体制が不可⽋である。今後は、⽇本の制度
的・地域的⽂脈を踏まえ、効果的な⽀援の組み合わせを実証的に検討する研究が求めら

れる。 
 

Ａ．研究⽬的 
子どもの貧困は、世界的な社会課題であり、

その影響は健康、教育、社会的発達など多岐

にわたる。国連児童基金（UNICEF）の報告

によれば、世界では約 5億 6600万人の子ど

もが貧困に直面し、そのうち 3億 3300万人

は極度の貧困下で暮らしているとされてい

る［1］。これらの子どもたちは、栄養不足や

医療アクセスの欠如など、基本的な生活ニー

ズが満たされない状況に置かれている。 
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日本の子どもの貧困率は主要先進国の中

でも決して低くない。厚生労働省の国民生活

基礎調査（2021 年）によると、日本の子ども

の貧困率は 11.5%、相対的貧困率は 15.4%で

あり、OECD平均（子どもの貧困率 12.4%、

相対的貧困率 11.0%）と比べても高い水準に

ある［2,3］。特にひとり親世帯における子ど

もの貧困率は 44.5%と、ほぼ半数が困窮状態

にあることが明らかになっている［2］。この

ような高い貧困率は、教育機会や医療アクセ

スの不利、社会的孤立のリスク増大だけでな

く、健康問題を引き起こす要因となる。小児

期の健康は将来の生活の質に長期的に影響

を及ぼすため、早期の予防的介入が重要とさ

れる。このような背景から、子どもの貧困対

策は先進国・途上国を問わず、喫緊の公衆衛

生課題として位置づけられてきた。 
また、子どもが抱える様々な健康問題の中

で口腔疾患は大きな割合を占めている。令和

5 年度学校保健統計調査によると、幼稚園か

ら高校生のすべての年代において、視力低下

に次いでう蝕が多いことが報告されている。

また小学生のう蝕の有病率は、全体としては

減少傾向にあるものの、小学生の約 3 分の 1

（34.8％）を占めており、依然として子ども

の口腔・歯科疾患は小児期の重要な健康課題

であることがわかる［4］。さらに、う蝕の有

病率は社会経済的背景と関連し、生活保護世

帯では予防ケアや歯科受診の機会が限られ

る傾向がある［5,6］。加えて、学校歯科健診

後の受診についても、特に、生活困窮世帯や

ひとり親家庭では、未受診や重度の口腔疾患

が一定数報告されている［7］。 

しかし、身体健康の中でも歯科口腔領域に

関しては、国際的にも国内でもエビデンスが

著しく乏しい。う蝕や歯周病は生活習慣や社

会環境の影響を強く受け、同時に糖尿病など

の非感染性疾患の規定要因であるにもかか

わらず、単独では命に直結しにくいという特

性から、医療・福祉の現場では優先度が低く

扱われやすい。特に生活困窮世帯を支援する

現場では、虐待対応、生活再建、教育支援な

ど緊急性の高い課題が山積しており、口腔の

健康問題にまで十分に目を向ける余力がな

いという構造的背景も存在する。 
その一方で、口腔の健康は食事、発達、自

己肯定感、社会参加など子どもの生活全体に

影響を及ぼす基盤であり、支援の遅れは子ど

もの生涯の健康の不利につながる。にもかか

わらず、生活困窮世帯の子どもを対象とした

歯科口腔の実態、さらにどのような支援方法

がどの程度効果を持つのかについては、体系

的に整理された知見が不足している。 
そこで、生活困窮世帯の子どもの歯科口腔

実態と支援方法・効果に関する国内外のエビ

デンスを整理し、現状の課題と政策的意義を

明らかにすることを目的としたレビューを

実施した。 

 

Ｂ．研究⽅法 
 低所得・生活困窮世帯の子どもを対象とし

た歯科口腔保健の実態および支援方法や効

果について、文献レビューを実施した。文献

検索には PubMed を用いた。言語制限は設け

ず、2010-2026 年に出版された関連論文を網

羅的に検索した。検索語には、(children OR 

adolescents) AND (socioeconomic status OR 

low income OR poverty OR parental 

education) AND (dental caries OR untreated 

caries OR oral health related quality of life OR 

OHRQoL OR early childhood caries OR 

ECC) AND (dental attendance OR dental 

utilization OR access to dental care) AND 

(("2010"[Date - Publication] : "2026"[Date - 

Publication]))を用い、2,024件の論文がヒッ

トした。 
その中で、歯科口腔保健の実態に関しては、

①子どもを対象としていること、② 所得・親

学歴・家庭環境などの社会経済的要因を扱っ

ていること、③う蝕、未処置う蝕、口腔関連

QOL、歯科受診・アクセスに関する等、口腔

健康の内容を含むこと、④社会的脆弱性と口

腔健康に関してのテーマであること、を基準

に論文を選定した。また、支援方法に関して

の文献検索については、上記の基準に加えて、

生活困窮世帯の歯科口腔課題や支援の方向

性について論じていること、を基準に論文を

選定した。 

 

Ｃ．研究結果 
C-1. ⽣活困窮世帯の⼦どもの⻭科⼝腔保健
の実態 
 生活困窮世帯を含む社会経済的に不利な

背景をもつ子どもでは、歯科口腔保健の実態
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に明確な格差がみられる。Maklennan ら

（2024）の系統的レビュー・メタ分析では、

71 か月未満の子どもを対象とした 100 報の

研究が統合され、早期小児う蝕（Early 

Childhood Caries：ECC）の世界全体の推定

有病率は 49%と高く、国民総所得（gross 

national income：GNI）が低い国ほど ECC の

有病率が高い傾向を示している。とくに、

GNIが最も低い国群では ECC有病率が 57%

であったのに対し、20,000～39,999ドルの国

群では 30%であり、地理的条件や社会経済的

指標が幼児期のう蝕と関連することを報告

している［8］。また Blomma ら（2024）は、

2010 年および 2019 年における 6歳児のう蝕

有病率と、家族および居住地域レベルの社会

経済的変数との関連性を分析したところ、家

族レベルでは、出産時の母親の年齢、親の雇

用状況、親および子供の移民背景、母親の教

育レベル、住居形態、および経済的支援等の

要因が、居住地域レベルでは、移住背景、教

育水準、および世帯人数等の社会経済的なリ

スク要因が多いほど、う蝕が増加することを

報告した［9］。 

 こうした社会経済的な背景が子どもの口

腔健康に与える影響は口腔疾患だけではな

い。Kumar ら（2014）は、口腔関連 QOL

（OHRQoL）と親の社会経済的要因および家

庭環境との関連についてレビューを行った。

その結果、一般化には慎重を要するものの、

高所得や親の教育水準が高い家庭の子どもは

OHRQoL が高いこと、母親の年齢、家族構

成、家庭内の混雑具合、兄弟の存在といった

家庭環境も子どもの OHRQoL を左右する要

因であることが示された［10］。 

 また、こうした格差は日本国内でも確認さ

れている。Aida ら（2017）は、日本の全国代

表性を有する縦断調査データを用いて、2.5

歳から 5.5歳までの幼児 35,260 人を追跡し、

保護者の教育歴を指標とした社会経済的地

位が低い群ほど、う蝕治療を受けた割合が高

いことを示した。絶対的不平等を示す slope 

index of inequality（SII）は、2.5 歳時点で

4.13%であったものが 5.5 歳時点では

15.50%へと拡大しており、幼児期から学童期

にいたる過程の中で、子どもの歯科治療に関

する格差が拡大することを示唆している

［11］。 

 さらに、歯科疾患の有無だけでなく、未処

置のまま残存するう蝕にも社会経済的格差

が存在する。Gupta ら（2018）は、米国の全

国代表データを用いて、2011～2014 年にお

ける未処置う蝕の状況を検討し、子どもの

15.9%が未処置う蝕を有していたと報告して

いる。とくに、貧困線未満の子どもでは未処

置う蝕の割合が 21.7%であったのに対し、貧

困線の 400%以上の群では 8.0%であり、低所

得層で疾病負担が大きかった。また、過去 1

年以内の歯科受診は未処置う蝕の低さと関

連し、逆に金銭的・非金銭的な受診障壁は未

処置う蝕と有意に関連していた。これらの結

果は、経済的困難のみならず、歯科受診のし

にくさそのものが口腔健康格差を拡大させ

る可能性を示している［12］。 

 さらに、歯科医療へのアクセスについても

低所得・生活困窮世帯の子どもにはいくつか

の障壁があると考えられる。Senavirathna ら

（2025）は、2000 年 1 月から 2024 年 9 月ま

でに発表された文献を対象に、社会経済的要

因と歯科医療サービスの利用との関連性を

明らかにすることを目的としたシステマテ

ィックレビューおよびアナリシスを実施し

た。48本の論文を分析した結果、社会経済的

に不利な立場にある子どもは歯科医療サー

ビスの利用率が低いことを明らかにした

［13］。加えて、Oliveira ら（2026）は、10～

19 歳の青少年における歯科医療へのアクセ

スに影響を与える障壁と促進要因を明らか

にすべく 58 論文を検証した。その結果、障

壁としては、歯科治療への不安、マイノリテ

ィとしての立場、親の教育水準の低さ、収入

の制限、仲間からの支援の弱さ、地理的不利、

保険の不安定さ、および医療提供者の不足が

挙げられた。一方、促進要因としては、公的

保険制度、学校内歯科診療所、文化に配慮し

た教育、養育者の模範的行動、地域社会の関

与などが挙げられた［14］。 

 さらに、予防的歯科サービスの利用にも格

差がみられる。Pontigo-Loyola ら（2025）は、

メキシコの 12歳および 15歳の青年 1,538 人

を対象とした横断研究において、小窩裂溝シ

ーラントを有する者は全体の 1.3%にとどま

り、予防的介入の利用率が極めて低いことを

報告した。そのうえで、教育および職業に基
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づく社会経済的地位が高いほどシーラント

保有率が高く、また定期的に歯科受診をして

いる者の方がシーラント保有率が高かった。

すなわち、予防的歯科サービスは必要度に応

じて均等に提供されているとは言い難く、社

会経済的に有利な層ほど利用しやすい実態

を示している［15］。 

 以上より、生活困窮世帯の子どもの歯科口

腔保健の実態としては、う蝕の有病率の高さ、

未処置う蝕の残存、治療・予防サービス利用

の不均衡が重層的に存在していると考えら

れる。とくに、社会経済的に不利な背景をも

つ子どもでは、疾病負担が大きいだけでなく、

必要な歯科医療や予防介入に到達しにくい

ことが、口腔健康格差の持続・拡大につなが

っている可能性がある。 

 

C-2．⽣活困窮世帯の⼦どもの⻭科⼝腔保
健の⽀援⽅法・効果 

 子ども・青少年の口腔健康に関する支援方

法とその効果については、複数の先行研究が

報告されている。Almajed ら（2024）は、小

児の口腔健康に関するレビューにおいて、学

校を基盤とした口腔保健教育が、子どもの口

腔保健に関する知識、態度、行動の改善に有

用であることを示している［16］。特に、歯み

がき習慣、食習慣、定期的な歯科受診の重要

性を学校教育の中で継続的に学ぶことは、日

常的な口腔衛生行動の定着に寄与するとさ

れている。また、講義形式に加え、体験型学

習を取り入れた支援では、口腔衛生状態の改

善効果がより大きい可能性が示唆されてお

り、保護者の関与を通じて家庭での実践につ

なげることの重要性も指摘されている。一方、

Kaneko ら（2026）は、日本の出生コホート

研究において、フッ化物応用、歯みがき習慣、

哺乳びん使用、間食管理などの行動要因を検

討したが、これらのみで口腔健康格差を十分

に説明することは難しいことを示した［17］。

さらに、Pontigo-Loyola ら（2025）は、予防

的歯科サービスである小窩裂溝シーラント

について、定期的な歯科受診と利用との関連

を示す一方、その利用率自体は低く、必要な

対象に十分届いていないことを報告してい

る［18］。 

 

Ｄ．考察 
 低所得・生活困窮世帯の子どもを対象とし

た歯科口腔保健の実態および支援方法や効

果について、文献レビューを実施したところ、

生活困窮世帯を含む社会経済的に不利な背

景をもつ子ども・青少年では、う蝕の有病率、

未処置う蝕、予防的歯科サービスの利用、さ

らには口腔関連 QOL に至るまで、多面的な

口腔健康指標において一貫した不利が認め

られた。これらの不利は、単に個人のセルフ

ケア不足に起因するものではなく、所得、教

育、生活環境、医療アクセスといった社会経

済的条件の違いを背景として形成されてい

ることが示唆された［8-15］。特に低所得層や

生活困窮世帯の子どもでは、疾病負担が大き

いだけでなく、必要な治療や予防的介入に到

達しにくい状況が重なり、健康上の不利が累

積しやすい構造も存在することが明らかに

なった［13-15］。 

 さらに重要なのは、こうした不利が乳幼児

期から思春期に至るまで連続的に生じ、ライ

フコースを通じて累積していく可能性であ

る。幼少期のう蝕や不十分な口腔保健行動は、

その後の歯科受診行動や口腔健康状態に持

続的な影響を及ぼすことが示唆されており、

Aida らの研究が示すように、幼児期における

歯科治療の不平等が時間とともに拡大する

現象は、初期の不利が後の健康状態に持ち越

される「累積的不利」の存在を裏付けている

［11］。この視点に立てば、口腔健康格差はあ

る時点で突然生じるものではなく、発達過程

の中で段階的に形成・固定化されていく現象

として理解する必要がある。本研究班で示さ

れてきた生活保護世帯の子どもの口腔健康

の不利とその不平等の拡大の結果もこれを

支持していると言える。 
 一方で、格差の持続には保健医療提供体制

の構造的特性も関与している可能性が高い。

本レビューで示された予防的歯科サービス

の利用率の低さや、社会経済的に有利な層へ

の偏在は、医療資源の供給が健康ニーズに応

じて最適に配分されていないことを示唆し

ている［18］。すなわち、保健医療サービスが

形式上は利用可能であっても、それが必要な

集団に十分に届いていないという構造的問

題が存在する。また、歯科医療へのアクセス

は、個人、家庭、地域、社会制度といった複
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数レベルの要因が複雑に関与することが知

られており、口腔健康格差が単一の介入によ

って解消されるものではない。すなわち、家

庭環境や保護者の社会経済的背景、地域資源

の分布、医療制度の設計といった複数の要因

が相互に作用する中で、健康格差が固定化さ

れていると考えられる［16,17］。 

 支援の観点からみると、学校を基盤とした

口腔保健教育は、知識・態度・行動の改善に

一定の効果を有し、体験型学習や保護者の関

与を組み合わせることでより高い効果が期

待される［16］。しかし、予防的歯科サービス

の利用率そのものが低い現状を踏まえると、

教育的介入のみでは格差の根本的な解消に

は至らないと考えられる［18］。Kaneko らの

研究が示すように、個人レベルの行動要因だ

けでは格差を十分に説明できないことから、

教育に加えて医療アクセスの改善や予防サ

ービス提供体制の見直しといった供給側の

改革が不可欠である［17］。 

 加えて、社会経済的に不利な背景をもつ子

どもにおいては、口腔保健における多面的な

問題が存在する一方で、「必要な人に必要な

支援が届いていない」という現状がある［16-

18］。これは、社会経済的背景に左右されず、

すべての子どもが恩恵を受けられる環境整

備と支援方法の確立が不可欠であることを

示している。また、格差の形成にはライフコ

ース上の累積的過程と医療提供体制の構造

的特性が相互に作用している可能性があり、

これらを統合的に捉える視点が求められる。 
 以上より、子ども・青少年における口腔健

康格差の是正には、学校教育、家庭支援、歯

科受診支援を個別に実施するのではなく、そ

れらを有機的に結び付けた包括的な支援体

制の構築が必要である。さらに、ライフコー

スの視点に基づく早期介入と、医療資源の配

分やアクセスの公平性を高めるヘルスシス

テムの再設計が不可欠である。今後は、日本

の制度的・地域的文脈を踏まえつつ、どの時

期に、どのような支援を、どのような体制で

提供することが最も効果的であるのかを、時

間的および制度的観点を統合した実証研究

として蓄積していくことが求められる。そう

することで、口腔保健・歯科の健康の優先度

が低く扱われやすい医療・福祉の現場におい

ても、生活困窮世帯の子どもの口腔保健・歯

科に目を向けるしくみを構築していくこと

ができるだろう。生活に困窮する世帯の子ど

もに対して、具体的に支援をしやすい環境を

整える基盤を整えることで、生活保護世帯や

生活困窮世帯の子ども、ひいては子ども全体

の小児期からの健康維持支援にとって重要

な足掛かりになると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

本レビューにより、生活困窮世帯を含む社

会経済的に不利な背景をもつ子どもでは、う

蝕の有病率、未処置う蝕、予防的歯科サービ

スの利用、口腔関連 QOL など、歯科口腔保

健の多面的指標において一貫した不利が存

在することが明らかとなった。 
 子どもの口腔健康格差の是正には、ライフ

コースの視点に基づく早期介入と、医療資源

の配分やアクセスの公平性を高める制度的

改革を組み合わせた多層的アプローチが求

められる。本レビューで整理した知見は、今

後の政策立案および実践的支援の方向性を

検討する上で重要な基盤となるものであり、

今後は日本の制度的・地域的文脈を踏まえた

実証研究の蓄積が必要である。 
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